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順位 氏名（議席） 発 言 の 要 旨 答 弁 者 
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鈴木 幸司（１６） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．次世代交通システムＺｉｐｐａｒ（電動自走式ロープウエ

ー）導入を提案する 

ＳＰＥＣ（宇宙エレベーターチャレンジ）2023が本年12月

に静岡県内で開催される。このＳＰＥＣに参加した学生が大

会で得られた知見を活用し、大学在学中に起業したのがジッ

プ・インフラストラクチャー社（以下、「ジップ社）という。）。

テザーを駆け上るクライマーを水平方向に走らせるアイデア

が、この次世代交通システムＺｉｐｐａｒの基となっている。

現在、神奈川県内に実験線が設置され、2024年度には量産開

始、2025年大阪万博での実用化が計画されているとも伝えら

れる。 この新交通の特徴は、ある程度の回転半径が必要で

はあるが、右折・左折が可能なこと。このため、公道の上空

に設置することで用地買収費用を抑えられ、１キロメートル

当たり15億円で建設が可能である。 

地方公共団体としては、2021年６月に神奈川県秦野市と、

本年６月には福島県南相馬市と、10月には沖縄県豊見城市と

新交通導入検討に向けた連携協定がジップ社との間で締結さ

れた。 

ＪＲ富士駅と新富士駅間の接続が悪いという都市交通問題

を抱えた富士市も、こうした動きに追随すべきではないかと

考え、以下質問する。 

 (1) 富士市におけるＤＭＶ導入効果の検討―ＣＶＭによる非

利用価値の計測（2008）によると、利用者便益は南ルート

では年間5.3億円とのことだったが、四国で営業運転が開始

されたＤＭＶを再検討する考えはあるか。 

(2) ＪＲ富士駅―新富士駅間にＬＲＴ（次世代路面電車）を

導入した場合の費用対効果について伺う。 

(3) ジップ社と連携協定を締結し、次世代交通システムＺｉ

ｐｐａｒ（電動自走式ロープウエー）の導入を検討しては

いかがか。 

２.不登校支援としてｒｏｏｍ－Ｋの導入は 

2022年度に不登校だった小中学生は前年度比22％増の29万

9000人と、６年連続で過去最多を更新。専門機関などの支援

を受けていない子も増えており、支援体制の拡充が課題にな

っている。 

富士市における状況として、昨年の９月定例会での一般質

問に対し教育長は、平成28年度330人、平成29年度398人、平

成30年度463人、令和元年度514人、令和２年度485人、昨年度

555人となっており、新型コロナウイルス感染症の影響で休校

や分散登校があった令和２年度を除き、増加しておりますと

答弁している。 

富士市もステップスクール・ふじの設置や、フリースクー

ルへの出席を登校日数として認めるなど、柔軟な支援策が取

られているところではあるが、そうした支援策の拡充につい

て、以下質問する。 
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教  育  長 

及 び 

担 当 部 長 
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鈴木 幸司（１６） 

 

 (1) 教育機会確保法の施行以後、それぞれに合った学習環境

で学ぶことが容認され、親御さんも学校側も「無理に登校

させることだけが正解ではないのでは」という考え方が定

着してきたと考えるが教育長の見解はいかがか。 

(2) 2021年に、不登校の小中学生に特化したオンライン支援

プログラムｒｏｏｍ－Ｋが立ち上がったが、富士市も活用

してはどうか。 

３.ウクライナ避難民への支援について 

2022年２月24日にロシアがウクライナに侵攻して１年９か

月が経過するが、終戦に向かう動きは全く見えてこない。そ

うした中、日本が受け入れたウクライナ避難民の総数はつい

に2500人を超えた。 

先日、富士市在住の避難民の方と話す機会があったが、彼

ら彼女らの一番の悩みは仕事がなかなか見つからないことだ

という。その方は、就労先さえあれば、今も看護師として戦

場にいる妹を富士市に呼び寄せたいとの希望を述べられた。

ユニバーサル就労推進を標榜する富士市として、こうした

方々にも手を差し伸べられないかと思い、以下質問する。 

(1) 富士市在住のウクライナ避難民の数はどのくらいか。 

(2) そうした避難民に対する富士市の支援策はあるか。 

(3) ユニバーサル就労推進基本計画第３章「本市の状況と課

題の整理」に、働きづらさを抱える方が相談窓口につなが

る周知・連携が必要とあるが、富士市への避難民の受入れ

を国に対して働きかけてはいかがか。 

(4) 同計画第５章「施策の展開」に、相談したくとも相談に

行けない方のために、今後は出張相談会を開催するとある

が、出入国在留管理庁に留められている避難民に対し、相

談会やヒアリングを行ってはいかがか。 

 

市    長 

教  育  長 

及 び 

担 当 部 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


